
平成25年度特別会計決算 
〔国民健康保険事業会計〕 

〔介護保険会計（保険事業勘定）〕 

区　分 予算現額 決算額 構成比

計

計

計

計

（歳入）
国民健康保険料
一 部 負 担 金
使用料及び手数料
国 庫 支 出 金
療養給付費交付金
前期高齢者交付金
都 支 出 金
共同事業交付金
財 産 収 入
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入

（歳出）
総 務 費
保 険 給 付 費
後期高齢者支援金等
前期高齢者納付金等
老人保健拠出金
介 護 納 付 金
共同事業拠出金
保 健 事 業 費
諸 支 出 金
予 備 費

千円 千円 ％

〔介護保険会計（サービス事業勘定）〕 

計

区　分 予算現額 決算額 構成比

計

（歳入）
サ ー ビ ス 収 入
繰 入 金
諸 収 入

千円 千円 ％

（歳出）
サービス事業費

区　分 予算現額 決算額 構成比
（歳入）
介 護 保 険 料
国 庫 支 出 金
支払基金交付金
都 支 出 金
財 産 収 入
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入

千円 千円 ％

（歳出）
保 険 給 付 費
財政安定化基金拠出金
地 域支援事業費
基 金 積 立 金
諸 支 出 金

〔公共駐車場会計〕 

計

区　分 予算現額 決算額 構成比
（歳入）
使用料及び手数料
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入

千円 千円 ％

（歳出）

〔後期高齢者医療会計〕 

計

計

区　分 予算現額 決算額 構成比
（歳入）
後期高齢者医療保険料
使用料及び手数料
都 支 出 金
広域連合支出金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入

千円 千円 ％

（歳出）
総 務 費
広域連合拠出金
保 健 事 業 費
葬 祭 費
諸 支 出 金

18,979,280
2
1

14,513,240
1,953,262
12,937,012
4,420,767
7,693,792

1
9,717,318
600,001
60,122

70,874,798

1,333,556
45,159,359
10,037,882
10,133
515

4,297,962
7,693,818
897,674
850,368
593,531

70,874,798

1,247,839
43,891,067
10,037,881
10,133
386

4,297,962
7,645,143
800,115
849,274

0
68,779,799

1.8
63.8
14.6
0.0
0.0
6.2
11.1
1.2
1.2
0.0

100.0

18,949,828
0
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15,196,547
2,056,154
12,937,011
4,359,259
7,232,974

0
7,970,685
600,001
77,295

69,379,800

27.3
0.0
0.0
21.9
3.0
18.6
6.3
10.4
0.0
11.5
0.9
0.1

100.0

8,958,388
10,105,961
12,400,812
6,399,194

798
5,966,672
66,307
2,050

43,900,182

8,992,971
10,012,796
12,205,104
6,354,483

677
5,725,806
66,307
2,667

43,360,811

20.7
23.1
28.1
14.7
0.0
13.2
0.2
0.0

100.0

42,629,786
1

1,160,480
41,828
68,087

43,900,182

41,964,465
0

1,111,443
41,604
67,995

43,185,507

97.2
0.0
2.6
0.1
0.2

100.0

61,512
75,591
6,550

143,653

52,406
76,964
6,104

135,474

38.7
56.8
4.5

100.0

143,653

143,653

135,474

135,474

100.0

100.0

6,689,001
1
0

444,981
6,493,282
31,699
19,228

13,678,192

48.9
0.0
0.0
3.1
47.6
0.2
0.3

100.0

6,616,473
6
0

417,115
6,437,786
31,698
35,854

13,538,932

116,042
12,595,317
632,882
269,200
64,751

13,678,192

111,572
12,491,029
591,771
245,560
62,293

13,502,225

0.8
92.5
4.4
1.8
0.5

100.0

0
227,459

1
292107

519,567

269,679
233,924
10,964
5,000

519,567

268,313
233,923
10,594

0

512,830

52.3
45.6
2.1
0.0

100.0

0
220,042

0
292,788

512,830

0.0
42.9
0.0
57.1

100.0

公共駐車場事業費
公 債 費
諸 支 出 金
予 備 費

計
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4　税・財　産

特別区税の収入状況（対前年度比較） 

特別区税収入額の推移 

平成

0 100 200 300 400 500 600 700 億円

特別区民税収入額 

その他の特別
　　区税収入額

度
年

税　　目
平成25年度 平成26年度

調定額 収入額（収入率） 前年比 構成比 調定額 収入額（収入率） 前年比 構成比

特別区民税
　現年課税分
　滞納繰越分
　　小　計
軽自動車税
　現年課税分
　滞納繰越分
　　小　計
特別区たばこ税
　現年課税分
　滞納繰越分
　　小　計
入湯税
　現年課税分
　滞納繰越分
　　小　計

千円 千円（%） ％ ％ 千円 千円（%） ％ ％

合　　計

22

23

計599億4,032万円 34億4,349万円 564億9,683万円 

24

25

計595億8,071万円 556億7,546万円 39億525万円 

計616億977万円 573億8,750万円 42億2,227万円 

計604億4,275万円 566億1,095万円 38億3,180万円 

57,503,693
4,394,960

61,898,653

253,753
34,248

288,001

3,945,067
－

3,945,067

27,122
－

27,122

66,158,843

1.2
10.4
1.4

2.6
△6.0

2.4

10.7
－

10.7

10.5
－

10.5

1.9

91.3
1.9

93.2

0.4
0.0
0.4

6.4
－
6.4

0.0
－
0.0

100.0

56,233,642 （97.8）
1,153,854 （26.3）

57,387,496 （92.7）

243,825 （96.1）
6,257 （18.3）

250,082 （86.8）

3,945,067（100.0）
－　 　　　

3,945,067（100.0）

27,122（100.0）
－　 　　　

27,122（100.0）

61,609,767 （93.1）

　区においては現在、特別区民税（個人分）、軽自動車
税、特別区たばこ税、入湯税の4税を「特別区税」とし
て課税している（課税実績はないがこのほかに鉱産税
が定められている。）。
　市町村民税（法人分）、固定資産税、特別土地保有税
の3税は、一般的には市町村の財源であるが、特別区の
地域においては、「特別区税」ではなく「都税」として
都が特例により課税・徴収し、都区財政調整制度の原
資となっている（なお、特別土地保有税は平成15年度
以降、新たな課税を停止している。）。また、都市計画
税、事業所税についても、「都税」として都が特例によ
り課税・徴収している。

 （1）区政を支える特別区税 

●特別区税
　区の平成26年度特別区税収入額は629億8,560万円（25
年度比2.2％増）であり、区一般会計歳入額の25.0％を
占めている。また、特別区税収入額に対する区民1人当
たりの年間負担額は、88,561円（25年度比2.0％増）で
あった。
1  特別区民税（個人分）
　26年度の収入額は588億5,795万円で、特別区税に占
める割合は93.5％と最も高い。25年度に比べ、2.6％増
であった（前年度収入額は、573億8,750万円）。
　また、納税義務者数は365,208人で、25年度に比べ1.2％
増であった。
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26

　なお、区内では、練馬都税事務所（ただし一部の税目
は、豊島・新宿の各都税事務所で扱う。）が固定資産税
など都税を、練馬東税務署と練馬西税務署が所得税など
国税を課税・徴収している。

58,907,137
3,993,014

62,900,151

258,810
31,816

290,626

3,844,573
－

3,844,573

26,781
－

26,781

67,062,131

2.5
5.3
2.6

2.2
13.9
2.5

△2.5
－

△2.5

△1.3
－

△1.3

2.2

91.6
1.9

93.5

0.4
0.0
0.4

6.1
－
6.1

0.0
－
0.0

100.0

57,643,504 （97.9）
1,214,446 （30.4）

58,857,950 （93.6）

249,163 （96.3）
7,129 （22.4）

256,292 （88.2）

3,844,573（100.0）
－　 　　　

3,844,573（100.0）

26,781（100.0）
－　 　　　

26,781（100.0）

62,985,596 （93.9）

計629億8,560万円 588億5,795万円 41億2,765万円 



万円 

28 
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平成22

1人当たりの年間負担額
（対特別区税収入額）

1世帯当たりの年間負担額
（対特別区税収入額）

180,376 178,699 180,176 178,980

特別区税負担額の推移 

23 24 25 26年度

軽自動車税車種別課税件数（現年課税分） 平成26年度

練馬都税事務所の収入状況 

注：

注：平成24年7月の住民基本台帳法の改正に伴い、
　　平成25年度から外国人住民を含む世帯数・人
　　口により算出している。

①現年課税分と滞納繰越分の合計。
②還付未済分を含む。

資料：練馬都税事務所

車　　　　種

二輪の小型自動車
合　　　　　計

件　　数

合　　計

税額 構成比

前年比 構成比

原動機付
自 転 車

50　cc　以 下
90　cc　以 下
125　cc　以 下
ミ ニ カ ー
軽自動車
二 輪

（うち、被けん引車）
三 輪
四 輪（乗 用）
四 輪（貨 物）
雪 上 車

小型特殊自動車
農 耕 作 業 用
そ の 他

件 ％ ％

軽自動車
お よ び
小型特殊
自 動 車

区　分

税　目

個 人 都 民 税
法 人 二 税
個 人 事 業 税
不 動 産 取 得 税
自 動 車 税
固 定 資 産 税
都 市 計 画 税
軽 油 引 取 税
事 業 所 税
そ の 他

百万円 ％

平成26年度平成25年度

87,010 100.0

37,883
132
63

1,908
212

38,244
8,567
0
1
0

43.5
0.2
0.1
2.2
0.2
44.0
9.8
0.0
0.0
0.0

税額 構成比

百万円 ％

86,563 85,929 86,982 86,865

2  軽自動車税
　26年度の収入額は2億5,629万円で、特別区税全体の
0.4％を占めており、対前年度の伸び率は、2.5％増で
あった。
　また、軽自動車税の現年課税件数（過年度分を含
む。）は77,210件で25年度に比べて186件少なかった。

 （2）都　税 

　平成26年度都税収入は、昨年度より約2,489億円増の
4兆7,399億円となった。
　26年度の練馬都税事務所の都税収入については、前
年度より約20億9千万円増の891億544万円である。この
数値は、都税収入全体の約1.9％を占め、税収の規模は
23区中12番目である。
　収入状況は、収入全体の主要を占める固定資産税・
都市計画税が2.3%の増、個人都民税が2.5%の増であっ
た。全体としては、昨年度の2.4%の増収となった。
　練馬区内の都税収入の特徴は、法人二税が収入全体
の一定割合を占める全都と異なり、固定資産税・都市
計画税の割合が高いことである。

3  特別区たばこ税
　26年度の収入額は38億4,457万円で、特別区税全体の
6.1％を占めている。前年度に比べ、2.5％の減であっ
た。たばこの売り渡し本数は7億4,644万本で、25年度に
比べ2,611万本、3.4％の減であった。

4  入湯税
　26年度の収入額は2,678万円であった。課税対象とな
る入湯客数は、178,543人であった。

50

20,231
2,207
8,799
347

8,888
（87）
3

16,876
11,832

1

144
323
7,559
77,210

△4.4
△5.9
4.2
4.2

△2.0
（13.0）
0.0
6.2
△0.4
0.0

2.9
△2.4

△2.9

△0.2

26.2
2.9
11.4
0.4

11.5
（0.1）
0.0
21.9
15.3
0.0

0.2
0.4

9.8

100.0

181,464

88,561

38,824
135
69

1,906
286

39,165
8,707
0
6
7

89,105

43.6
0.2
0.1
2.1
0.3
43.9
9.8
0.0
0.0
0.0

100.0
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1人当たりの年間負担額
（対特別区税収入額）

1世帯当たりの年間負担額
（対特別区税収入額）

180,376 178,699 180,176 178,980

特別区税負担額の推移 

23 24 25 26年度

軽自動車税車種別課税件数（現年課税分） 平成26年度

練馬都税事務所の収入状況 

注：

注：平成24年7月の住民基本台帳法の改正に伴い、
　　平成25年度から外国人住民を含む世帯数・人
　　口により算出している。

①現年課税分と滞納繰越分の合計。
②還付未済分を含む。

資料：練馬都税事務所

車　　　　種

二輪の小型自動車
合　　　　　計

件　　数

合　　計

税額 構成比

前年比 構成比

原動機付
自 転 車

50　cc　以 下
90　cc　以 下
125　cc　以 下
ミ ニ カ ー
軽自動車
二 輪

（うち、被けん引車）
三 輪
四 輪（乗 用）
四 輪（貨 物）
雪 上 車

小型特殊自動車
農 耕 作 業 用
そ の 他

件 ％ ％

軽自動車
お よ び
小型特殊
自 動 車

区　分

税　目

個 人 都 民 税
法 人 二 税
個 人 事 業 税
不 動 産 取 得 税
自 動 車 税
固 定 資 産 税
都 市 計 画 税
軽 油 引 取 税
事 業 所 税
そ の 他

百万円 ％

平成26年度平成25年度

87,010 100.0

37,883
132
63

1,908
212

38,244
8,567
0
1
0

43.5
0.2
0.1
2.2
0.2
44.0
9.8
0.0
0.0
0.0

税額 構成比

百万円 ％

86,563 85,929 86,982 86,865

2  軽自動車税
　26年度の収入額は2億5,629万円で、特別区税全体の
0.4％を占めており、対前年度の伸び率は、2.5％増で
あった。
　また、軽自動車税の現年課税件数（過年度分を含
む。）は77,210件で25年度に比べて186件少なかった。

 （2）都　税 

　平成26年度都税収入は、昨年度より約2,489億円増の
4兆7,399億円となった。
　26年度の練馬都税事務所の都税収入については、前
年度より約20億9千万円増の891億544万円である。この
数値は、都税収入全体の約1.9％を占め、税収の規模は
23区中12番目である。
　収入状況は、収入全体の主要を占める固定資産税・
都市計画税が2.3%の増、個人都民税が2.5%の増であっ
た。全体としては、昨年度の2.4%の増収となった。
　練馬区内の都税収入の特徴は、法人二税が収入全体
の一定割合を占める全都と異なり、固定資産税・都市
計画税の割合が高いことである。

3  特別区たばこ税
　26年度の収入額は38億4,457万円で、特別区税全体の
6.1％を占めている。前年度に比べ、2.5％の減であっ
た。たばこの売り渡し本数は7億4,644万本で、25年度に
比べ2,611万本、3.4％の減であった。

4  入湯税
　26年度の収入額は2,678万円であった。課税対象とな
る入湯客数は、178,543人であった。
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8,799
347

8,888
（87）
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16,876
11,832
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144
323
7,559
77,210
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2.9
11.4
0.4
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0.0
21.9
15.3
0.0

0.2
0.4

9.8
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181,464

88,561

38,824
135
69

1,906
286

39,165
8,707
0
6
7

89,105

43.6
0.2
0.1
2.1
0.3
43.9
9.8
0.0
0.0
0.0

100.0

国税徴収決定済額の推移 

区　分

税　目

百万円

庁舎、学校等の敷
地面積
庁舎、学校等建物
の延べ面積
プール、公園施設等
アニメキャラクター

「ねり丸」の著作権等
株式
練馬区環境まちづ
くり公社出捐金、
練馬区文化振興協
会出捐金等
各種事務用機器、
機械、車両等
練馬区土地開発公
社資金貸付金等
まちづくり基 金、
芸 術 作 品 設 置 基
金、区営住宅整備
基 金、福 祉 基 金、
介護保険給付準備
基 金、減 債 基 金、
みどりを育む基金、
財政調整基金、施
設整備基金、大江
戸線延伸推進基金

用地取得基金、
美術作品取得基金

税　額

平成25年度

百万円

税　額

平成24年度

区有財産の現況 平成27年3月31日現在 

種 別 
土 地

建 物

工 作 物 等

有 価 証 券
出資による
権 利

物 品
（特別整理備品）
債 権

基 金

－ 

2,650株 
－ 

2,410点

－ 

（積立基金）

（運用基金）

7,528億7,677万円 

1,496億9,882万円 

143億725万円 

（額面）4,250万円

188万円 

5億534万円 

62億6,841万円 

58億9,565万円 

587億4,212万円 

150億5,000万円 

無体財産権 3件

数 量 推定価格 摘 要 
2,923,918.06㎡

1,174,338.61㎡

注：①「その他」は、地価税、酒税、たばこ税、たばこ税及たばこ特
　別税、石油石炭税、旧税、電源開発促進税、揮発油税及地方道
　路税、揮発油税及地方揮発油税、石油ガス税、自動車重量税、
　航空機燃料税及び印紙収入の合計である。

　　③計数は速報値である。
資料：東京国税局

都税収入構成比 平成26年度
その他 
 2.7%

その他 
18.3%

固定資産税・ 
都市計画税
53.7%

固定資産税・ 
都市計画税

28.8%

個人都民税 
43.6%

個人都民税 
18.2%

法人二税 
34.7%

資料：練馬都税事務所

練馬都税分
89,105
百万円

都税総額
4,739,939

百万円

源 泉 所 得 税
源泉所得税及復興特別所得税
申 告 所 得 税
申告所得税及復興特別所得税
法 人 税
復 興 特 別 法 人 税
相 続 （ 贈 与 ） 税
消 費 税
消費税及地方消費税
そ の 他

計

 （3）国　税 

　平成25年度、練馬区管内税務署の国税徴収決定済額
の総額は約1,545億円であった。

 （4）財　産 

　区が所有する財産は、公有財産、物品、債権、基金
に分けられる。
　公有財産は、土地、建物、工作物等の不動産や有価
証券等であり、物品は各種備品、機器等の動産をいう。
　基金は特定の目的のために資金を積み立てたり運用
するものである。平成26年度現在、基金の種類は12と
なっている。

51

27,008
4,438

30,527
0

22,868
430

31,626
94

30,861
390

148,243

1,966
32,694
3,475

30,526
22,590
2,197

30,850
83

29,648
506

154,536

　　②相続税には贈与税を含む。


